
別紙様式２

人  ／ 戸

家 賃

食 費

共 益 費 ・ 管 理 費 等

1 人  ／ 1 人（職種： ）

居室の面積（最小～最大面積） 最多 11.75 ㎡（ ㎡～ ㎡）

居 室 の 設 備

共 用 施 設 （ 数 ）

廊 下 幅 最大幅員 4.7 m   ： 最少幅員 2.4

入 居 契 約 書 の 雛 形

重 要 事 項 説 明 書 の 雛 形

管 理 規 程

事 業 収 支 計 画 書

財務諸表（要旨・原本）

届出をしている有料老人ホームの情報開示事項一覧表

令和元年10月1日現在　

施 設 名 ライフパートナー守口

施 設 の 類 型 住宅型

居 住 の 権 利 形 態 利用権方式

施 設 所 在 地

〒570-0047

大阪府守口市寺方元町1丁目16-12

(電話番号：06-6996-8803 FAX番号：06-6996-8804)

事 業 主 体 株式会社エメラルドの郷

開 設 年 月 平成 18年9月1日

入 居 者 数 ／ 入 居 定 員 23 24

入 居 時 点 で 必 要 な 費 用 敷金として168,000円

前 払 金 の 返 還 金 の 算 定 方 法
未払いの債務等がある場合居室の原状回復費用は相殺とし、残額を返
還

前 払 金 の 保 全 先

月　　　　 額　　　　 費　　 　　用
※介護保険費用については別途かかります。

110,280円

内
訳

42,000円

38,150円（税別）

30,130円（管理費12,000円、水光熱費18,130円）※税別

体 験 入 居 の 費 用 空室がある場合のみ。1日6,000円（食費、光熱費込み）

入 居 時 の 要 件 自立、要支援、要介護

夜間の職員体制／最少時人数（職種） 介護職員

構
造
設
備
の
状
況

緊急警報装置、テレビ回線、便所、エアコン

食堂、浴室、談話室、洗濯室、エレベーター

m

情
報
開
示

入居希望者に公開

入居希望者に公開

入居希望者に公開

入居希望者に公開

入居希望者に公開／公開していない

代 替 措 置 等 の 内 容

備　　　　　　　　　　　　　　　　　考
支払い方式：月払い方式　　　　介護保険：在宅サービス利用可
居室区分：全室個室

（公）全国有料老人ホーム協会等への加入 （社）全国特定施設事業者協議会

最 寄 駅 等 京阪守口市駅徒歩20分

守口市有料老人ホーム設置運営指導指針
の 「 規 模 及 び 構 造 設 備 」 の 不 適 合 事項

居室の内法面積について、24室が指針未基準となっている。
（指針基準13㎡以上、不適合の居室11.75㎡）



別　 　 紙　 　

有料老人ホームの類型

類　 　 　 　 型

介護付有料老人ホーム
（ 一般型特定施設入居者生活
介護）

介護付有料老人ホーム
（ 外部サービ ス利用型特定施
設入居者生活介護）

住宅型有料老人ホーム（ 注）

健康型有料老人ホーム（ 注）

表　 　 　 示　 　 　 事　 　 　 項　 　 　 の　 　 　 説　 　 　 明

利用権方式
建物賃貸借契約及び終身建物賃貸借契約以外の契約の形態で、 居住部分と 介護
や生活支援等のサービ ス部分の契約が一体と なっ ている も のです。

建物賃貸借方式
賃貸住宅における 居住の契約形態であり 、 居住部分と 介護等のサービ ス部分の
契約が別々になっ ている も のです。 入居者の死亡を も っ て契約を 終了する と い
う 内容は有効になり ません。

終身建物賃貸借方式
建物賃貸借契約の特別な類型で、 都道府県知事から 高齢者の居住の安定確保に
関する 法律の規定に基づく 終身建物賃貸借事業の認可を 受けたも のです。 入居
者の死亡を も っ て契約を 終了する と いう 内容が有効です。

全額前払い方式
終身にわたっ て受領する 家賃又はサービ ス費用の全部を 前払金と し て一括し て
受領する 方式

一部前払い・ 一部月払い方式
終身にわたっ て受領する 家賃又はサービ ス費用の一部を 前払いと し て一括受領
し 、 その他は月払いする 方式

月払い方式 前払金を 受領せず、 家賃又はサービ ス費用を 月払いする 方式

選択方式
入居者によ り 、 全額前払い方式、 一部前払い・ 一部月払い方式、 月払い方式の
いずれかを 選択でき ます。 どの方式を 選択でき る のかを 併せて明示する 必要が
あり ます。

入居時自立 入居時において自立である 方が対象です。

入居時要介護
入居時において要介護認定を 受けている 方（ 要支援認定を 受けている 方を 除
く ） が対象です。

入居時要支援・ 要介護 入居時において要支援認定又は要介護認定を 受けている 方が対象です。

入居時自立・ 要支援・ 要介護 自立である 方も 要支援認定・ 要介護認定を 受けている 方も 入居でき ます。

※※県（ 市） 指定介護保険特
定施設
（ 一般型特定施設）

介護が必要と なっ た場合、 当該有料老人ホームが提供する 特定施設入居者生活
介護サービ スを 利用する こ と ができ ます。 介護サービ スは有料老人ホームの職
員が提供し ます。 （ 注３ ）

※※県指定介護保険特定施設
（ 外部サービ ス 利用型特定施
設）

介護が必要と なっ た場合、 当該有料老人ホームが提供する 特定施設入居者生活
介護サービ スを 利用する こ と ができ ます。 有料老人ホームの職員が安否確認や
計画作成等を 実施し 、 介護サービ スは委託先の介護サービ ス事業所が提供し ま
す。 （ 注３ ）

在宅サービ ス利用可 介護が必要と なっ た場合、 介護保険の在宅サービ スを 利用する ホームです。

全室個室
介護が必要と なっ た場合に介護サービ スを 利用する ための一般居室又は介護居
室が、 すべて個室である ホームです。 （ 注５ ）

相部屋あり （ ※人部屋～※人
部屋）

介護居室はすべて が個室で はな く 、 相部屋と なる 場合がある ホームを いいま
す。

類　 　 　 　 　 　 　 型　 　 　 　 　 　 　 の　 　 　 　 　 　 　 説　 　 　 　 　 　 　 明

介護等のサービ スが付いた高齢者向けの居住施設です。
介護が必要と なっ ても 、 当該有料老人ホームが提供する 特定施設入居者生活介護を 利用し ながら 当該有料老人
ホームの居室で生活を 継続する こ と が可能です。 （ 介護サービ スは有料老人ホームの職員が提供し ます。 特定
施設入居者生活介護の指定を 受けていない有料老人ホームについては介護付と 表示する こ と はでき ません。 ）

介護等のサービ スが付いた高齢者向けの居住施設です。
介護が必要と なっ ても 、 当該有料老人ホームが提供する 特定施設入居者生活介護を 利用し ながら 当該有料老人
ホームの居室で生活を 継続する こ と が可能です。 （ 有料老人ホームの職員が安否確認や計画作成等を 実施し 、
介護サービ スは委託先の介護サービ ス事業所が提供し ます。 特定施設入居者生活介護の指定を 受けていない有
料老人ホームについては介護付と 表示する こ と はでき ません。 ）

生活支援等のサービ スが付いた高齢者向けの居住施設です。
介護が必要と なっ た場合、 入居者自身の選択によ り 、 地域の訪問介護等の介護サービ スを 利用し ながら 当該有
料老人ホームの居室での生活を 継続する こ と が可能です。

食事等のサービ スが付いた高齢者向けの居住施設です。 介護が必要と なっ た場合には、 契約を 解除し 退去し な
ければなり ません。

 注）   特定施設入居者生活介護の指定を受けていないホームにあっ ては、 広告、 パンフ レッ ト 等において「 介護付き 」 、 「 ケア付き 」 等の表示を行っ ては
いけません。

有料老人ホームの表示事項
表　 　 　 　 　 示　 　 　 　 　 事　 　 　 　 　 項

居住の権利形態（ 右のいずれ
かを 表示）

利用料の支払い方式
（ 注１ ・ 注２ ）

入居時の要件（ 右のいずれか
を 表示）

介護保険（ ※※に都道府県名
を 入れて表示）

居室区分（ 右のいずれかを 表
示。 ※には１ ～４ の数値を 表
示） （ 注４ ）



１ ． ５ ： １ 以上
現在及び将来にわたっ て要介護者３ 人に対し て職員２ 人（ 要介護者１ ． ５ 人に
対し て 職員１ 人） 以上の割合（ 年度ご と の平均値） で 職員が介護に当たり ま
す。 こ れは介護保険の特定施設入居者生活介護の基準の２ 倍以上の人数です。

２ ： １ 以上
現在及び将来にわたっ て要介護者２ 人に対し て職員１ 人以上の割合（ 年度ごと
の平均値） で職員が介護に当たり ます。 こ れは介護保険の特定施設入居者生活
介護の基準の１ ． ５ 倍以上の人数です。

２ ． ５ ： １ 以上

現在及び将来にわたっ て要介護者５ 人に対し て職員２ 人（ 要介護者２ ． ５ 人に
対し て 職員１ 人） 以上の割合（ 年度ご と の平均値） で 職員が介護に当たり ま
す。 こ れは介護保険の特定施設入居者生活介護で、 手厚い職員体制である と し
て保険外に別途費用を 受領でき る 場合の基準以上の人数です。

３ ： １ 以上

現在及び将来にわたっ て要介護者３ 人に対し て職員１ 人以上の割合（ 年度ごと
の平均値） で職員が介護に当たり ます。 介護保険の特定施設入居者生活介護の
サービ スを 提供する ために少なく と も 満たさ なければなら ない基準以上の人数
です。

外部サービ ス利用型特定施設
である 有料老人ホームの介護
サービ ス提供体制（ ※に職員
数、 ※※※※※に介護サービ
ス事業所の名称を 入れて表
示） （ 注７ ）

有料老人ホ ームの職員※人委
託先で ある 介護サービ ス 事業
所
訪問介護　 　 ※※※※※
訪問看護　 　 ※※※※※
通所介護　 　 ※※※※※

有料老人ホームの職員が安否確認や計画作成等を 実施し 、 介護サービ スは委託
先の介護サービ ス事業所が提供し ます。

その他（ 右に該当する 場合に
のみ表示。 ※※※に提携先の
有料老人ホ ー ムを 入れて 表
示）

提携ホーム利用可（ ※※※
ホーム）

介護が必要と なっ た場合、 提携ホーム（ 同一設置者の有料老人ホームを 含む）
に住み替えて特定施設入居者生活介護を 利用する こ と ができ ます。 （ 注８ ）

一般型特定施設である 有料老
人ホームの介護にかかわる 職
員体制（ 右のい ず れかを 表
示） （ 注６ ）

注１ ） 　 老人福祉法の改正を受けて、 従来は「 一時金」 「 一時金方式」 と 記載し ていた項目については「 前払金」 「 前払い方式」 と 修正し ていますが、 当
　 　 　 面の間、 広告、 パンフ レッ ト 等において「 一時金」 「 一時金方式」 と いう 表現を使用するこ と も 可能です。 なお、 「 前払金」 については、 家賃又は
　 　 　 サービス費用の前払いによっ て構成さ れるも のであるこ と から 、 その実態を適切に表現する名称と し て、 広告、 パンフ レッ ト 等の更新の機会に応じ
　 　 　 て、 順次、 「 前払金」 と いう 名称に切り 替えるよう にするこ と が望まし いも のと 考えます。
注２ ） 「 前払金方式（ 従来の一時金方式） 」 については、 「 家賃又はサービス費用の全額を前払いするこ と 」 と 、 「 家賃又はサービス費用の一部を前払い
　 　 　 し 、 一部を月払いするこ と 」 では、 支払方法に大き な違いがあるこ と から 、 前者を「 全額前払い方式」 と し 、 後者を「 一部前払い・ 一部月払い方
　 　 　 式」 と し ています。 当面の間、 広告、 パンフ レッ ト 等において、 従来どおり 「 一時金方式」 と いう 表現を使用するこ と も 可能ですが、 その場合であ
　 　 　 っ ても 、 入居希望者・ 入居者への説明にあっ ては、 家賃又はサービス費用の全額を前払いする方式なのか、 一部を前払いする方式なのかを、 丁寧に
　 　 　 説明するこ と が望まし いも のと 考えます。
注３ ） 　 入居者が希望すれば、 当該有料老人ホームの特定施設入居者生活介護サービスに代えて、 訪問介護等の介護サービスを利用するこ と が可能です。
注４ ） 　 一般居室はすべて個室と なっ ています。 こ の表示事項は介護居室（ 介護を受けるための専用の室） が個室か相部屋かの区分です。 従っ て、 介護居
　 　 　 　 室を特に設けず、 一般居室において介護サービスを提供する有料老人ホームにあっ ては、 「 個室介護」 と 表示するこ と になり ます。
注５ ） 　 個室と は、 建築基準法第30条の「 界壁」 により 隔てら れたも のに限るこ と と し ていますので、 一の居室をふすま、 可動式の壁、 収納家具等によっ
　 　 　 　 て複数の空間に区分し たも のは個室ではあり ません。
注６ ） 　 介護にかかわる職員体制は、 当該有料老人ホームが現在及び将来にわたっ て提供し よう と 想定し ている水準を表示するも のです。 従っ て、 例え
　 　 　 ば、 現在は要介護者が少なく 1. 5： １ 以上を満たす場合であっ ても 、 要介護者が増えた場合に2. 5： １ 程度以上の介護サービスを想定し ている場合に
　 　 　 あっ ては、 2. 5： １ 以上の表示を行う こ と になり ます。 なお職員体制の算定方法については、 「 指定居宅サービス等の事業の人員、 設備及び運営に関
　 　 　 する基準」 第175条第１ 項第２ 号イ 及び同第２ 項の規定により ます。 なお、 「 1. 5： １ 」 、 「 ２ ： １ 」 又は「 2. 5： １ 」 の表示を行おう と する有料老人
　 　 　 ホームについては、 年度ごと に職員の割合を算定し 、 表示と 実態の乖離がないか自ら 検証すると と も に、 入居者等に対し て算定結果及びその算定方
　 　 　 法について説明するこ と が必要です。
注７ ） 　 訪問介護、 訪問看護及び通所介護以外のサービスについて、 委託先のサービス事業所がある場合には、 サービス区分及びサービス事業所の名称を
　 　 　 表示するこ と が必要です。
注８ ） 　 提携ホームには、 介護老人保健施設、 病院、 診療所、 特別養護老人ホーム等は含まれません。
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